
ＪＸ金属株式会社　貸借対照表 ＪＸ金属株式会社　貸借対照表
（2023年３月31日現在） （2023年３月31日現在）

（単位 ： 百万円）

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　債　及　び　純　資　産　の　部 資　　　　産　　　　の　　　　部

科　　　　目 　金　　額 科　　　　目 　金　　額 科　　　　目

( 796,847 ) ( 454,803 )

流　　動　　資　　産 347,802　 流　　動　　負　　債 377,631  

現 金 及 び 預 金 1,648　 買 掛 金 36,224  

受 取 手 形 1,107　 短 期 借 入 金 291,809  

売 掛 金 51,096　 リ ー ス 債 務 63  

商 品 及 び 製 品 17,239　 未 払 金 18,708  

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 82,424　 未 払 費 用 6,827  

仕 掛 品 39,004　 預 り 金 14,189  

前 渡 金 4,074　 賞 与 引 当 金 3,328  

前 払 費 用 2,187　 環 境 対 策 引 当 金 1,962  

短 期 貸 付 金 129,208　 遊 休 設 備 撤 去 工 事 引 当 金 34  

未 収 入 金 16,414　 資 産 除 去 債 務 54  

未 収 法 人 税 等 2,847　 デ リ バ テ ィ ブ 債 務 3,199  

そ の 他 の 流 動 資 産 1　 事 業 撤 退 損 失 引 当 金 595  

デ リ バ テ ィ ブ 債 権 589　 そ の 他 の 流 動 負 債 641  

貸 倒 引 当 金 ( 一 般 ) △ 37　

固　　定　　資　　産 449,045　 固　　定　　負　　債 77,173  

有    形    固    定    資    産 120,903　 長 期 借 入 金 50,000  

建 物 30,204　 リ ー ス 債 務 24  

構 築 物 4,839　 退 職 給 付 引 当 金 20,390  

機 械 及 び 装 置 38,864　 株 式 報 酬 引 当 金 202  

車 両 運 搬 具 144　 環 境 対 策 引 当 金 2,346  

工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,808　 事 業 撤 退 損 失 引 当 金 2,253  

土 地 23,878　 資 産 除 去 債 務 867  

リ ー ス 資 産 148　 そ の 他 の 固 定 負 債 1,090  

建 設 仮 勘 定 20,019　

無    形    固    定    資    産 3,397　

特 許 権 12　

借 地 権 155　

ソ フ ト ウ ェ ア 3,159　 ( 342,044 )

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 70　 株　　主　　資　　本 348,740  

　資　 本　 金 75,000  

投 資 そ の 他 の 資 産 324,745　 　資   本   剰   余   金 114,206  

投 資 有 価 証 券 3,142　 資本準備金 60,000  

関 係 会 社 株 式 179,739　 その他資本剰余金 54,206  

出 資 金 743　 　利   益   剰   余   金 159,534  

関 係 会 社 出 資 金 2,597　 その他利益剰余金 159,534  

長 期 貸 付 金 145,270　 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 163  

長 期 前 払 費 用 29　 繰 越 利 益 剰 余 金 159,372  

繰 延 税 金 資 産 22,949　 評価・換算差額等 △ 6,697　

そ の 他 の 投 資 2,648　 その他有価証券評価差額金 122  

破 産 更 生 債 権 450　 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 1,696　

貸 倒 引 当 金 ( 投 資 ) △ 32,820　 土地再評価差額金 △ 5,123　

合         計 796,847　 合         計 796,847  

（記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。）

（負　債　の　部）　

（純　資　産　の　部）　

（資　産　の　部）　

 



（単位：百万円）

金　　　額

319,941  

243,040  

76,901  

販 売 費 7,309  

一 般 管 理 費 35,179  

42,488  

34,413  

50,442  

受 取 利 息 9,911  

受 取 配 当 金 22,607  

為 替 差 益 151  

賃 貸 収 入 4,713  

デ リ バ テ ィ ブ 収 益 7,815  

そ の 他 5,245  

12,935  

支 払 利 息 3,369  

賃 貸 費 用 4,417  

環 境 管 理 費 2,335  

そ の 他 2,814  

71,920  

194  

固 定 資 産 売 却 益 91  

投 資 有 価 証 券 清 算 益 97  

そ の 他 7  

76,025  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 41,131  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 32,640  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 184  

固 定 資 産 除 却 損 772  

減 損 損 失 705  

事 業 撤 退 損 失 引 当 金 繰 入 額 595  

そ の 他 0  

3,911  

13,983  

△9,519  

8,375  

（記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。）

ＪＸ金属株式会社　損益計算書
2022年4月1日から

2023年3月31日まで

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

科　　　　　　　　　　　　　　　　目

売 上 高

売 上 原 価

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益



ＪＸ金属株式会社　株主資本等変動計算書  

２０２2年４月１日から  

２０２3年３月31日まで

(単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金

資本金 資本 その他 資本 その他利益剰余金 利益 株主資本

準備金 資本剰余金 剰余金 固定資産 繰越利益 剰余金 合計

合計 圧縮積立金 剰余金 合計

２０２２年４月１日残高 75,000 60,000 56,140 116,140 169 196,143 196,312 387,452

当期変動額

剰余金の配当 △ 28,400 △ 28,400 △ 28,400

会社分割による減少 △ 1,934 △ 1,934

固定資産圧縮積立金の取崩 △ 6 6 － －

当期純損失 △ 8,375 △ 8,375 △ 8,375

土地再評価差額金の取崩 △ 3 △ 3 △ 3

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額の合計 － － △ 1,934 △ 1,934 △ 6 △ 36,771 △ 36,778 △ 38,712

２０２３年３月31日残高 75,000 60,000 54,206 114,206 163 159,372 159,534 348,740

(単位：百万円）

評価・換算差額等

その他有価証券 繰延ヘッジ 土地再評価 評価・換算

評価差額金 損益 差額金 差額等合計

２０２２年４月１日残高 0 △ 3,469 △ 5,126 △ 8,596 378,856

当期変動額

剰余金の配当 － △ 28,400

会社分割による減少 △ 1,934

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期純損失 － △ 8,375

土地再評価差額金の取崩 3 3 △ 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 123 1,773 － 1,896 1,896

当期変動額の合計 123 1,773 3 1,899 △ 36,812

２０２３年３月31日残高 122 △ 1,696 △ 5,123 △ 6,697 342,044

（記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。）

純資産合計
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個 別 注  記 表 

 

１. 重要な会計方針 

 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式   ………… 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの ………… 時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定) 

市場価格のない株式等     ………… 移動平均法による原価法 

 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ ………………………… 時価法 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    評価基準は収益性の低下による簿価切下げの方法、評価方法は以下の方法によっています。 

商品及び製品・原材料・仕掛品    ………… 先入先出法 

貯蔵品のうち重要資材        ………… 移動平均法 

貯蔵品のうち重要資材を除く一般資材 ………… 最終仕入原価法 

 

（４）固定資産の減価償却方法 

有形固定資産 ………… 定額法 

無形固定資産 ………… 定額法 

なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

（５年）に基づいています。 

リース資産   

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

…… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

    

（５）引当金の計上基準 

貸倒引当金    ………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。 

 

賞与引当金    ………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しています。 

 

退職給付引当金  ………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっています。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生年度に全額を

費用処理しています。 

 

株式報酬引当金   ………  役員報酬 BIP(Board Incentive Plan)信託による当社の親会



 

 

2 

 

社であるＥＮＥＯＳホールディングス社株式の交付に備える

ため、株式報酬支給内規に基づき、取締役及び執行役員に割

り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上して

います。 

 

環境対策引当金  ………… 過去の操業に起因する環境対策工事の支出に充てるため、今

後発生すると見込まれる損失について合理的に見積もられる

金額を計上しています。 

 

遊休設備撤去工事引当金 … 既に遊休となっている設備の撤去工事の支出に充てるため、

今後発生すると見込まれる損失について合理的に見積もら

れる金額を計上しています。 

 

事業撤退損失引当金 ………  事業撤退による損失に備えるため、損失見込相当額を計上し

ています。 

 

 

（６）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

ヘッジ会計の方法 ………… 原則として繰延ヘッジ処理によっています。ただし、振当処

理の要件を満たす為替予約取引については、振当処理によっ

ています。 

 

グループ通算制度の適用 ……当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制

度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税

並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グルー

プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

い」（実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日。以下「実務

対応報告第 42 号」という。）に従っております。また、実

務対応報告第 42 号第 32 項(1)に基づき、実務対応報告第 42

号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみな

しております。 

 

  

（７）収益及び費用の計上基準 

当社では、機能材料、薄膜材料、非鉄金属製品等の製造、販売を主な事業とし、主として製

品の支配が顧客に移転したとき、すなわち製品を顧客へ引き渡した時点で、製品の法的所有権、

物的占有権、製品の所有に伴う重要なリスク及び経済的価値が移転し、顧客から製品の対価を

受ける権利を得るため、その時点で収益を認識します。 

収益は顧客との契約による取引価格に基づき認識し、付加価値税、返品、リベート及び割引

額を差し引いた純額で表示しています。取引の対価は製品の引き渡し後１年以内に受け取るた

め、重要な金融要素を含んでおりません。対価に変動性のある取引については、考え得る対価

の金額における単一の最も可能性の高い金額を用いて、将来において重大な戻し入れが生じな

い範囲内で収益を認識しています。また、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割

が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純

額で収益を認識しています。 
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２．収益認識に関する注記 

 

収益を理解するための基礎となる情報 

 収益を理解するための基礎となる情報は「１．重要な会計方針（７）収益及び費用の計上基準」

に記載のとおりです。 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

 

  当社の計算書類には、経営者の見積りを含みます。資産・負債及び損益に影響を与える見積りは、

過去の実績やその他の様々な要因を勘案し経営者が合理的に判断しておりますが、見積り特有の不

確実性があるため、実際に生じる結果とは異なる可能性があります。 

当社の計算書類に重要な影響を与える可能性のある、主な見積りは以下のとおりです。 

 

（貸倒引当金） 

  当社は、子会社である SCM Minera Lumina Copper Chile（以下、MLCC)、ニッポン・カセロ

ネス・リソーシズ㈱、MLCC Finance Netherland B.V.、Caserones Finance Netherland B.V.等

を通してカセロネス銅鉱山を運営しており、これらの子会社に対して合計 145,120 百万円の貸付金

等の債権を有しております。 

2023 年 3 月に MLCC 株式の 51%について Lundin Mining Corporation 社と売却に関する契約

を締結したことに伴い、契約上の売却価額等に基づき、残存持分に関する評価を含めた将来キャッ

シュ・フローの見積りを行い、上記の貸付金等の債権に対し 32,758 百万円の貸倒引当金を設定し

ております。 

 

（繰延税金資産） 

  繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金のうち未使用のものおよび将来減算一時差異を利用できる

課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識し、純額にて 22,949 百万円を計上しております。 

当該課税所得が生じる可能性の判断においては、将来獲得しうる課税所得の時期及び金額を合理

的に見積り、金額を算定しております。 

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、予測不

能な事態により実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計

算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

有形固定資産(注 1)         47,971 百万円 

関係会社株式(注 2)         12,825 百万円 

(注 1)工場財団を組成し、根抵当権 8,701 百万円の担保に供しています。 

(注 2)根抵当権 4,300 百万円の担保に供しています。 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額 ………… 169,814 百万円 
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（３）保証債務等  

以下の会社等の銀行借入債務、取引債務に対し債務保証、保証予約及び再保証を行っていま

す。 

 

    会社名 金額 

ニッポン・カセロネス・リソーシズ株式会社 116,743 百万円 

TANIOBIS GmbH 46,749 百万円 

JX金属製錬株式会社 43,037 百万円 

パンパシフィック・カッパー株式会社 27,624 百万円 

JX METALS CANADA INC. 10,037 百万円 

その他 29,782 百万円 

計 273,972 百万円 

 

 

（４）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権  173,988 百万円 

長期金銭債権  146,731 百万円 

短期金銭債務  326,485 百万円 

長期金銭債務 49,000 百万円 

 

（５）土地の再評価 

    土地の再評価に関する法律に基づき、事業用土地の再評価を実施しており、再評価差額を土

地再評価差額金として純資産の部に計上しています。 

     再評価実施日  2000 年３月 31 日 

     再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令第 2 条第 4 号に定める路線価に基づい

て、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算定しています。 

 

（６）圧縮記帳に関する注記  

    ①国庫補助金等の受入に伴い、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳累計額は

次のとおりです。 

             

建物 44 百万円 

構築物 28 百万円 

機械及び装置 573 百万円 

 

    ②当事業年度において、国庫補助金等の受入に伴い、有形固定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額はありません。 

 

５．損益計算書に関する注記 

 

（１）関係会社との取引高   

         

売上高 211,165 百万円 

仕入高 152,155 百万円 

一般管理費 1,994 百万円 

営業取引以外の取引による取引高  89,582 百万円 
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（２）売上原価には、棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額 25百万円が含まれています。 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

（１）当事業年度の末日における発行済株式の総数 ………… 普通株式 928,463,102 株 

（２）剰余金の配当に関する事項   

   配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額 1 株当たり 

の 配 当 額 

基 準 日 効力発生日 

2022 年 6 月 28 日 

定時株主総会 

普通株式 28,400 百万円 30 円 59 銭 2022 年 

3月31日 

2 0 2 2 年 

6 月 28 日 

      

   基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの  

当事業年度に属する配当は無配につき、該当事項はありません。 

 

７．税効果会計に関する注記 

 

（１） 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

     

繰延税金資産  

  税務上の繰越欠損金 1,609 百万円 

  有価証券等評価損 66,653 百万円 

  退職給付引当金 6,477 百万円 

  土地の減損等評価減 3,571 百万円 

  固定資産償却超過額  1,908 百万円 

  環境対策引当金 1,319 百万円 

  貸倒引当金 10,042 百万円 

  賞与引当金 1,063 百万円 

  事業撤退損失引当金 872 百万円 

  繰延ヘッジ損益 749 百万円 

  その他 3,938 百万円 

 繰延税金資産小計 98,201 百万円 

 評価性引当額  △73,390 百万円 

 繰延税金資産合計  24,810 百万円 

    

繰延税金負債     

  土地の評価差額 △1,268 百万円 

  その他 △594 百万円 

 繰延税金負債合計 △1,862 百万円 

繰延税金資産の純額 22,949 百万円 
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８．金融商品に関する注記    

 

（１）金融商品の状況に関する事項 

     当社は、事業運営に係る資金調達をＥＮＥＯＳファイナンス株式会社、JX Nippon Finance 

Netherlands B.V.及び金融機関等からの借入によっており、資金運用については短期的な預

金等に限定しています。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについては、与信管理規程に沿ってリスク低

減を図っています。また、投資有価証券は主として非上場株式であり、定期的に発行会社の

財務状態の把握を行っています。 

借入金のうち短期借入金は主として運転資金に係るものであり、長期借入金は設備投資及

び投融資等に係るものです。なお、デリバティブ取引はリスクヘッジを目的としており、内

部管理規程に従い、実需の範囲内で行うこととしています。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項   

     2023 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとお

りです。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 130,068 百万円）は子会社株式、

関連会社株式には含めていません。また現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額（＊） 

時価（＊） 差額 

①受取手形及び売掛金 

②短期貸付金 

③子会社株式（市場価格のない株式以外） 

④関連会社株式（市場価格のない株式以外） 

⑤その他有価証券（市場価格のない株式以外） 

⑥長期貸付金 

 貸倒引当金（＊1） 

52,203 

129,208 

34,461 

15,210 

2,798 

145,270 

△32,758 

52,203 

129,208 

79,070 

18,663 

2,798 

 

         

－ 

－ 

44,609 

3,453 

－ 

 

             

112,512 112,512 － 

資産合計 346,932 394,454 48,062 

⑦買掛金 

⑧短期借入金（1 年内返済予定分を除く） 

⑨長期借入金（1 年内返済予定分を含む） 

 36,224 

 291,809 

   50,000 

  36,224 

  291,809 

      50,612  

－ 

－ 

   612 

負債合計  378,033  378,645   612 

⑩デリバティブ取引（＊2） 

  ヘッジ会計が適用されていないもの 

  ヘッジ会計が適用されているもの 

 

 （1,561） 

（2,536） 

 

（1,561） 

（2,536） 

 

－ 

      － 

（＊1）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

（＊2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、（ ）で表示しています。 

 

（注） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

     ①受取手形及び売掛金、②短期貸付金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっています。 
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     ③子会社株式、④関連会社株式、⑤その他有価証券 

        これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。 

     ⑥長期貸付金 

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっています。 

     ⑦買掛金、⑧短期借入金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっています。 

     ⑨長期借入金  

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっています。 

      

⑩デリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと

の決算日における契約額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は次のとおりで

す。 

（単位：百万円） 

区分 デリバティ

ブ取引の種

類等 

契約額等 時価 評価損益 当該時価の 

算定方法 

市場取引以

外の取引 

為替予約 

 売建 

35,202 

 

36,763 

 

△1,561 

 

為替相場

に基づく 

合計 35,202 36,763 △1,561  

 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計ごとの決算日に

おける契約額等は次のとおりです。 

（単位：百万円） 

ヘッジ会計の

方法 

デリバティブ

取引の種類等 

主な 

ヘッジ対象 

契約額等 時価 当該時価の 

算定方法 

原則的 

処理方法 

 

商品先渡 

 売建 

原材料の 

仕入 

52,929 

 

△2,532 

 

市場価格

に基づく 

為替予約 

 売建 

商品及び 

製品の輸出 

3,481 

 

3 為替相場

に基づく 

為替予約の 

振当処理 

為替予約 

 売建 

売掛金及び 

短期貸付金 

2,284 

 

 △9 

 

為替相場

に基づく 

 

 

為替予約 

 買建 

短期借入金 

買掛金 

2,559 

 

1 

 

為替相場

に基づく 

合計 61,253 △2,536  
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９．関連当事者との取引に関する注記  

 

（１） 親会社                                                               (単位：百万円) 

会社等の名称 議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者との

関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 

科目 期末 

残高 

ＥＮＥＯＳ 

ホールディングス㈱ 

被所有 

直接 100％ 

経営管理 

役員の兼任 

債務被保証 

(注 1) 

80,371 － － 

 

関係会社 

株式の取得      

(注 2) 

2,385   － － 

 

通算 

税効果額 

10,022 未払金 10,022 

取引方針及び取引条件の決定方針等 

 (注 1) 当社の借入債務に対し、ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社が債務保証を行っているもの 

であり、保証料の支払は行っていません。  

(注 2) 関係会社株式の取得価格については、同日に行われた第三者との同一銘柄取引と同一単価を

使用しています。  

 

 

（２）子会社等                                                             (単位：百万円) 

 

会社等の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者 

との関係 

 

取引の内容 

取引 

金額 

 

科目 

期末 

残高 

パンパシフィック・ 

カッパー㈱ 

所有 

直接 67.8％ 

原材料等の 

販売 

原材料の仕入 

資金の貸付 

利息の受取 

債務保証 

役員の兼任 

原材料等の

販売 (注 1) 

102,873 売掛金 17,248 

原材料の 

仕入 (注 2) 

41,013 買掛金 3,227 

債務保証 

(注 3) 

27,624 

 

－ － 

資金の貸付 

(注 4)  

－ 

 

短期 

貸付金 

129,208 

 

ＪＸ金属商事㈱ 所有 

直接 100％ 

原材料の仕入 

原材料、商品及

び製品の販売 

債務保証 

役員の兼任 

原材料の 

仕入 (注 5) 

64,013 買掛金 10,546 

原材料の 

販売 (注 6) 

22,821 売掛金 6,430 

MLCC Finance    

Netherlands B.V. 

所有 

間接 100％ 

 

資金の貸付 

利息の受取 

役員の兼任 

資金の貸付 

 

利息の受取 

(注 7) 

－ 

 

7,062 

長期 

貸付金 

 

99,631 

 

 

台湾日鉱金属股份 

有限公司 

所有 

直接 83.7％ 

間接 16.3％ 

商品及び製品

の販売 

債務保証 

役員の兼任 

商品及び製

品の販売 

(注 8) 

32,574 

 

売掛金 3,753 
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ニッポン・ 

カセロネス・ 

リソーシズ㈱ 

所有 

直接 100％ 

資金の貸付 

利息の受取 

債務保証 

役員の兼任 

資金の貸付 

(注 9) 

－ 

 

長期 

貸付金 

32,863 

債務保証 

(注 10) 

116,743 － － 

Caserones Finance    

Netherlands B.V. 

所有 

間接 100％ 

資金の貸付 

利息の受取 

役員の兼任 

資金の貸付 

(注 11) 

－ 

 

長期 

貸付金 

12,626 

TANIOBIS 

GmbH 

所有 

直接 100% 

債務保証 

役員の兼任 

債務保証 

(注 12) 

46,749 

 

  

JX 金属製錬㈱ 所有 

直接 100% 

役務の提供 

役務の受入 

設備の売却 

債務保証 

役員の兼任 

債務保証 

(注 13) 

43,037   

JX Metals Canada 

Inc. 

所有 

直接 100% 

債務保証 

役員の兼任 

債務保証 

(注 14) 

10,037   

日韓共同製錬㈱ 所有 

直接 80% 

有償減資 

役員の兼任 

有償減資 

(注 15) 

9,520   

SCM Minera Lumina 

Copper Chile 

所有 

間接 100% 

債務保証 

増資の引受 

役員の兼任 

債務保証 

(注 16) 

8,719 

 

－ － 

増資の引受 

(注 17) 

19,653   

(注)「役員の兼任」は、当社の取締役、監査役のほか、執行役員又は従業員が当該会社の役員を兼任 

している場合を含んでいます。 

取引方針及び取引条件の決定方針等 

(注 1)  パンパシフィック・カッパー株式会社への原材料等の販売については、市場価格を勘案し 

て一般的取引条件と同様に決定しています。なお、期末残高には消費税等を含めています。 

(注 2)  パンパシフィック・カッパー株式会社からの原材料の仕入については、市場価格を勘案 

して一般的取引条件と同様に決定しています。なお、期末残高には消費税等を含めていま

す。 

(注 3) パンパシフィック・カッパー株式会社の取引債務に対し債務保証を行っているもの及び納

税債務に関して金融機関が行っている履行保証に対し再保証を行っているものです。なお、

取引債務に対する債務保証に係る保証料は受領していません。 

(注 4)  パンパシフィック・カッパー株式会社に対する資金の貸付は、市場金利を勘案して決定し 

ています。 

(注 5) ＪＸ金属商事株式会社からの原材料の仕入については、市場価格を勘案して一般的取引条 

件と同様に決定しています。なお、期末残高には消費税等を含めています。 

(注 6)  ＪＸ金属商事株式会社への原材料の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件

と同様に決定しています。なお、期末残高には消費税等を含めています。 

   (注 7)  MLCC Finance Netherlands B.V.に対する資金の貸付は、市場金利を勘案して決定して 

います。 

(注 8) 台湾日鉱金属股份有限公司への商品及び製品の販売については、市場価格を勘案して一 

般的取引条件と同様に決定しています。 

(注 9)  ニッポン・カセロネス・リソーシズ株式会社に対する資金の貸付は、市場金利を勘案して

決定しています。 

(注 10)  ニッポン・カセロネス・リソーシズ株式会社の借入債務に対し債務保証を行っているも

のであり、保証料を受領しております。 
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(注 11)  Caserones Finance Netherlands B.V.に対する資金の貸付は、市場金利を勘案して決定

しています。 

(注 12)  TANIOBIS GmbH の借入債務に対し債務保証を行っているもの及び取引債務に対し債

務保証を行っているものであり、保証料を受領しております。 

(注 13)  JX 金属製錬株式会社の借入債務に対し債務保証を行っているものであり、保証料は受領

していません。 

(注 14)  JX Metals Canada Inc の借入債務に対し債務保証を行っているものであり、保証料は受

領していません。 

(注 15) 日韓共同製錬株式会社より有償減資による払戻しを受けております 

(注 16)  SCM Minera Lumina Copper Chileの借入債務に対し債務保証を行っているもの及び取

引債務に対し債務保証を行っているものであり、保証料を受領しております。 

(注 17）増資の引受は、子会社が行った増資を引き受けたもの及び債権の株式化（デット・エクイ

ティ・スワップ）によるものであります 

 

 

（３）兄弟会社等   

(単位：百万円) 

会社等の名称 議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引 

金額 

科目 期末 

残高 

ENEOS 

ファイナンス㈱ 

なし 資金の借入 

役員の兼任 

資金の借入 

利息の支払 

 (注 1) 

41,002 

444 

短期借入金 

長期借入金 

211,437 

49,000 

JX Nippon Finance 

Netherlands B.V.  

なし 資金の借入 

 

資金の借入 

利息の支払 

(注 2) 

2,476 

2,871 

短期借入金 

 

80,371 

取引方針及び取引条件の決定方針等 

 (注 1) グループ資金取引として、ＥＮＥＯＳファイナンス株式会社より必要な事業資金を借り入

れる一方、余裕資金が発生した場合は借入金の返済または貸付を行っています。資金の借入

における取引金額は、借入と返済をネット表示しています。借入利率については、市場金利

を勘案して合理的に決定しています。 

 (注 2) 米ドルのグループ資金取引として、JX Nippon Finance Netherlands B.V.より必要な事業

資金を借り入れる一方、余裕資金が発生した場合は、日々これを借入金の返済に充当してい

ます。よって取引金額については、借入と返済をネット表示しています。借入利率について

は、市場金利を勘案して合理的に決定しています。 

 

１０．１株当たり情報に関する注記 

 

１株当たり純資産額          368 円 40 銭 

１株当たり当期純利益         △9 円 02 銭 

 

 

１１．その他の注記 

 

（タツタ電線株式会社に対する公開買付けの件） 

当社は、2022 年 12 月 21 日開催の取締役会において、当社の関連会社であるタツタ電線株式会社

（以下「タツタ電線」）の普通株式を取得し、タツタ電線を当社の完全子会社とすることを目的とす
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る取引の一環として、金融商品取引法（昭和 23 年法律 25 号。その後の改正を含みます。）に基づく

公開買付け（以下、「本公開買付け」）を実施することを決議しました。なお、2023 年 3 月 31 日現

在、当社及び当社子会社はタツタ電線の普通株式を 22,875,529 株（所有割合：約 37%）保有してい

ます。 

 本公開買付けは、国内外の競争法に基づく手続等、本公開買付けに係る各種前提条件が充足された

場合（又は当社が当該前提条件を放棄した場合）に、速やかに実施することを予定しております。現

在、2023 年６月には本公開買付けを開始することを目指していますが、国内外の競争当局における手

続等に要する期間を正確に予想することが困難な状況であるため、確定されたものではありません。 

 

 

 

（１）タツタ電線の概要 

１．名称 タツタ電線株式会社 

２．所在地 大阪府東大阪市岩田町二丁目３番１号 

３．代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山田 宏也 

４．事業内容 インフラ電線事業、産業機器電線事業、機能性フィルム事業、機能性ペース

ト事業、ファインワイヤ事業、センサー＆メディカル事業、環境分析事業 

５．資本金 6,676 百万円（2023 年３月 31 日現在） 

６．設立年月日 1945 年 9 月 28 日 

 

（２）本公開買付けの概要 

 ①株式取得の目的 

  当社及びタツタ電線におきましては、主に最先端素材分野における新規事業創出に向けて技術面

を中心に連携を行ってきましたが、さらなるシナジーを創出していくためには、タツタ電線を完全

子会社化し、直接的な資本関係をより強化することが望ましいとの判断に至りました。 

 

 ②買付けの価格 

  普通株式 1 株につき、720 円 

 

 ③買付予定の株券等の数 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

39,041,947 株 18,448,182 株 －株 

 

 ④買付代金（予定） 

  28,110 百万円（注） 

   （注）上記③の買付予定数 39,041,947 株に上記②の 1 株当たりの買付価格 720 円を乗じた金

額であり、最終的な買付予定数に応じて変動します。 

 

 ⑤支払資金の調達方法 

  本公開買付けに要する資金は、グループ会社からの借入により充当することを予定しています。 
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